
1．はじめに
今回は、世界で猛威を振るうコロナウイルスに
ついて報告する。３月末には、感染者数で米国が
世界で最も多い国となった。初め楽観視していた
トランプ大統領も、危機感を全面に出す発表を行
うようになった。米国で、『マスクをする人は医
師と犯罪者のみ』といわれていたが、マスクをす
る人を米国でも見かけるようになった。筆者自身
は、米国からの帰国者の２週間の自宅待機指示が
出る前に米国イリノイ州から帰国したが、その米
国では、感染者数で３０万人を超え、２位のイタリ
アの８万人超を大きく引き離しての１位となってい
る。米国の方針は、感染者を探し、症状の出た人
はいち早く隔離する方針を取っているため、感染
者数が増える傾向がある。それでも、死者の累計
が３月末で５，０００人を超え、増加傾向が止まってい
ない。

2．米国内の自宅待機命令
米国では、州知事の権限が大きいため州により
大きく指示が異なる。ジェトロから日々最新の日
本語情報が発信されているので、米国との仕事を
行っている会社は、以下のサイトで海外や米国各
州の最新情報が入手可能である。
https : //www.jetro.go.jp/biznews/
これによると、米国最大の感染者がいるニュー
ヨーク州では、３月９日に非常事態宣言が出され、
３月２０日、必要不可欠な事業を除き、州内のすべて
の事務所や店舗を閉鎖し、全従業員を自宅待機さ
せるよう指示する知事令が出た。必要不可欠な場
合を除いて、あらゆる規模の集会が禁止された。
今回の知事令に該当しない必要不可欠な事業と

は、ヘルスケア、インフラ、食品・医療機器・医
薬品など製造、ごみ収集・配送サービス、ニュー
スメディア、金融・保険、その他サプライチェー
ンに影響を及ぼす業種などとなっている。また、
学校は３月１８日から閉鎖された。
ニューヨーク、ニュージャージー、コネチカッ
トの３州の知事は３月１６日、３州内の飲食・娯楽施
設の閉鎖や５０人以上の集会を制限する共同声明を
発表。１８日にはペンシルベニア州も加わり、４州
内のショッピングモールの屋内部分、遊園地、
ボーリング場も１９日に閉鎖すると発表された。
ワシントン州では、３月２４日、州内に自宅退避・

健康維持命令（Stay Home, Stay Healthy order）
が出た。同命令の概要は以下のとおり。
必要不可欠なインフラ部門や同命令で規定され

た部門（Essential Workforce）以外を除いて、
州内のすべての住民に自宅に留まることを求める

もの。
同命令において自宅外で活動が認められている
Essential Workforce とは、医療関係（例：各医
療施設の従事者やコロナウイルスの検査や研究に
携わる者）、緊急サービス部門〔例：９１１（緊急通
報：警察、消防、救急など）や軍事などの従事者〕、
食品・農業（例：食品製造業の従業員、スーパー
マッケートなどの労働者、農業従事者など。レス
トランは持ち帰り、宅配のみ）、エネルギー（例：
電気の確保、保存、配信などの従事者、コールセ
ンターなど）、上下水道（例：オペレーションス
タッフなど）、輸送・物流、情報通信など。スー
パーマッケートや病院などは引き続き営業し、住
民は散歩も認められている。同命令に罰則規定は
ない。
オレゴン州では、３月２３日、州内に自宅退避・
救命命令（Stay home, Save lives）が発せられた。
概要は、以下の通り。
最大限自宅に退避すること（不要不急な集会を
禁止、散歩やハイキングなどアウトドアの活動は
他者と接触しない限りは可能）。ビジネスの閉鎖
（理髪店、ヘアーサロン、アミューズメント施設、
アートギャラリー、ダンススタジオなど同命令が
規定する施設）。飲食については、レストランは
持ち帰りまたは宅配のみ可。食糧品店や医療施設、
薬局などは同命令の対象外。
すべての企業や非営利団体にテレワークや在宅
勤務を推進する。同命令への違反はオレゴン州法
における軽犯罪クラスCの扱いになり、１，２５０ド
ルの罰金、最高３０日間の投獄またはその両方が科
される可能性がある。
イリノイ州では、３月９日に非常事態宣言が出さ
れ、３月末には、既に発令されていた自宅待機命
令を４月３０日まで延長し、学校の再開も当面５月
１日となった。感染拡大を防ぐために、１０人以上
の集まりは禁止となっている。
可能な活動は、スーパーへの買い物、レストラ
ンのピックアップと配達、薬局での薬の購入、病
院への通院、ガソリンスタンドでの給油、ランニ
ングや散歩、必要不可欠な通勤と託児所の利用。

3．おわりに
日本でも感染者が現執筆時点で止まっていない
ことから、これからしばらくは、世界で移動がで
きない中でのリモートベースの経済活動が求めら
れることになる。今をしのぐ対策をするとともに、
今できることは何かを考え、将来の手を打ってお
く必要がある。
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承知しました。

ishit
ノート注釈
理髪店　でお願いします。


